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利用者の多様化するニーズに対して、より効果的・効率的に対応するため民間能力を活用し、

サービスの向上を図ることを目的として、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項及び新潟県柏崎市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１５年条例

４５号）により、以下のとおりモーリエ駐車場（以下「施設」という。）の指定管理者を募集しま

す。貸館としての施設提供ではなく、柔軟かつ創意工夫ある提案を期待しています。 

 
１ 対象施設の概要 

名称 モーリエ駐車場 

所在地 新潟県柏崎市東本町一丁目６番１２号 

構造・規模 

構造：鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造地上５階  

規模：敷地面積２，６３２．２０㎡、延床面積７，６８９．５５㎡ 

※詳細については、別紙「モーリエ駐車場指定管理業務要求水準書」を参照

のこと。 

施設の設置目

的・沿革等 

平成１２年（２０００年）４月に施設を設立し、中心市街地の駐車場とし

て、市民の利用に供している。施設を活用して、中心市街地の商業及び周辺

施設の利用者の利便性を図る。 

根拠条例 
新潟県柏崎市駐車場設置及び管理に関する条例（平成１１年条例第３７号） 

（以下、「個別の施設条例」という。） 

 

２ 申請資格要件 
⑴ 柏崎市内に事業所を有する、又は事業所を設置する予定の法人その他の団体（以下「団体

等」という。）であること（個人は、対象とならない。）。 

⑵ 柏崎市議会の議員、市長、副市長、指定管理者の候補者の選定に関する市の職員、地方自

治法第１８０条の５第１項に規定する委員会の委員（監査委員を含む。）、これらの者の配偶

者、子及び父母並びにこれらの者と生計を同じくしている者が社長、副社長、代表取締役、

専務取締役、常務取締役、理事長、副理事長、専務理事、常務理事その他これらに準ずる役

員等に就任している団体等でないこと。 

⑶ 本施設の管理運営を行う上で、人的及び物的管理能力がある団体等であること。 

⑷ 次のいずれにも該当しないこと。 

ア 代表者が法律行為を行う能力を有しない、又は破産者で復権を得ていない団体等 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項及び第１６７条の

１１第１項の規定により、本市における一般競争入札及び指名競争入札の参加を制限され

ている団体等 

ウ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある団

体等 

エ 柏崎市及び柏崎市以外における指定管理者の指定手続において、その公正な手続を妨げ

た団体等又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した団体等 

オ 国税若しくは地方税を滞納している団体等又は代表者が国税若しくは地方税を滞納し

ている団体等 

カ 役員等が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である団体等 

キ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力
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団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる団体等 

ク 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用する行為などをしたと認められる団体等 

ケ 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

る団体等 

コ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

る団体等 

⑸ 共同事業体による申請 

ア 市民サービスの向上又は業務の効率的実施を図る上で必要な場合は、複数の団体等が共

同事業体を結成して申請することができます。ただし、構成団体等の全てが申請資格要件

を満たしている必要があります。 

イ 共同事業体で申請する場合は代表団体を定めてください。 

ウ 単独で申請した団体等は、共同事業体の構成員になることはできません。また、同時に

複数の共同事業体の構成員となることもできません。 

 

３ 指定管理者が行う業務の範囲 
指定管理者が行う業務は、次のとおりです。 

⑴ 施設の利用の許可 

⑵ 施設及び設備等の維持管理に関する業務 

⑶ 災害時における避難所としての施設に関する業務 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、施設の管理に関して市長が必要と認める業務 

※ 具体的な業務内容及び業務の基準は、別紙「モーリエ駐車場指定管理業務要求水準書」と

します。 

 

４ 管理に要する経費の負担 
指定管理業務に必要な経費は、利用料金等の収入によって賄うものとします。 

⑴ 指定管理者の収入として見込まれるもの 

ア 施設の利用料金 

イ 目的外使用に伴う収入（自動販売機、公衆電話）等 

⑵ 指定管理料の提案上限額 

指定期間（５年間）における指定管理料の総額の提案上限額は０円とし、指定管理業務に

関する経費は、応募事業者が収受する利用料金収入等を充てるものとします。（利用料金型） 

⑶ 指定管理料に関する留意事項 

 指定管理料の増額は、災害等の特別な場合を除き、原則として行いません。 

※ 個別の経費を指定管理者又は市のどちらが負担するかなどについては、別紙「モーリエ駐

車場指定管理業務要求水準書」を御覧ください。 

※ 施設の運営体制、事業実績等（事業実施状況、利用状況、収支状況等）などについては、

別紙１を御覧ください。 
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５ 利用料金の設定及び収受 
⑴ 施設の利用料金は、個別の施設条例に掲げる額の範囲内において、指定管理者があらかじ

め市長の承認を得て定めるものとします。 

⑵ 施設の利用料金は、指定管理者の収入として収受するものとします。 

⑶ 事業年度の収支差額については、全額市に納付するものとします。 

 

６ 指定期間 
指定期間は、令和８年（２０２６年）４月１日から令和１３年（２０３１年）３月３１日ま

での５年間の予定です。 

※ 指定期間は、市議会での議決を経て決定します。 

※ 管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定管理者の指定を取り消すことが

あります。 

 

７ スケジュール 
公募から管理開始までの主なスケジュールは次のとおりです。 

令和７年（２０２５年） 

８月５日（火） 

募集の開始（募集要項の公表） 

      ８月１８日（月） 現地説明会 

     ８月１９日（火） 質問事項受付開始 

     ９月３日（水） 質問事項締切 

     ９月１０日（水） 申請書受付開始 

     ９月２４日（水） 申請書提出期限 

    １０月２３日（木） 柏崎市公の施設指定管理者選定委員会（以下「選定

委員会」という。）で指定管理者の候補者の選定審

議 

    １１月上旬 選定結果の通知 

    １２月 指定管理者の議決、指定管理者の指定 

 令和８年（２０２６年）１月 基本協定の締結 

     ２月 利用料金・事業計画書の承認 

     ３月 年度協定の締結準備 

４月～ 年度協定の締結、指定管理者による管理開始 

 

８ 募集の開始 
市役所掲示板に公告するとともに、広報かしわざき及び市ホームページにより募集を開始し

ます。募集要項等は、柏崎市産業振興部商業観光課及び市ホームページで配布します。 

 

９ 質問事項の受付 
募集に関する質問を次のとおり受け付けます。 

⑴ 受付期間：令和７年（２０２５年）８月１９日（火）から令和７年（２０２５年）９月３

日（水）午後５時１５分まで 

⑵ 受付方法：指定管理者募集に関する質問書を記入の上、持参、郵送、ＦＡＸ又は電子メー

ルで提出してください。 
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       FAX 0257-22-5904、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shogyo@city.kashiwazaki.lg.jp 

⑶ 回答方法：随時、市ホームページ上で回答します。 

 

１０ 現地説明会の開催 
現地説明会を次により開催します。参加を希望される場合は、団体等の名称及び参加する

方の氏名を令和７年（２０２５年）８月１５日(金)午後５時１５分までに下記の連絡先に連

絡してください。 

⑴ 開催日時：令和７年（２０２５年）８月１８日（月） 午後１時３０分から２時間程度 

⑵ 開催場所：柏崎市市民プラザ交流ルーム１・２（柏崎市東本町一丁目３番２４号） 

⑶ 連 絡 先：柏崎市産業振興部商業観光課 

TEL 0257-21-2335、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shogyo@city.kashiwazaki.lg.jp 

⑷ そ の 他：現地説明会に参加していない団体等の申請は受け付けません。 

 

１１ 申請方法 

以下の申請書類を提出期間内に市に提出してください。 

⑴  申請書類 
ア～ウの書類をＡ４サイズ縦長、横書きで作成し、正本１部、副本１１部（ウの書類は、

副本のうち１０部は省略可能）を提出してください。なお、共同事業体での申請の場合は、

（２）共同事業体の申請書類を提出してください。 

ア 指定管理者指定申請書 

イ 事業計画書 

ウ 団体等に関する書類 

(ア) 定款、寄附行為、規約又はこれに類するもの 

(イ) 予算（当該年度）及び決算（前年度）に関する書類 

(ウ) 事業報告書等活動実績に関する書類（当該年度計画及び前年度実績） 

(エ) 類似施設の運営実績を記載した書類 

(オ) 団体等であることを証する書類（法人にあっては、登記簿謄本） 

(カ) 役員名簿 

(キ) 納税証明 

a 市内の団体等の場合は、市の納税証明書（未納のないことの証明）と消費税及び地

方消費税の納税証明書（未納のないことの証明） 

b 市外の団体等の場合は、県の納税証明書（未納のないことの証明）と消費税及び地

方消費税納税証明書（未納のないことの証明）又は法人税と消費税及び地方消費税

納税証明書（未納のないことの証明） 

※ 証明書及び登記簿謄本は、３か月以内の原本に限る。 

(ク) 募集要項２（２）及び（４）ア～コに該当しない旨の申立書 

⑵  共同事業体の申請書類 

Ａ４サイズ縦長、横書きで作成し、正本１部、副本１１部（カの書類は、副本のうち１０

部は省略可能）を提出してください。なお、エ、オの書類は、共同事業体を構成する各団体

等の提出が必要です。 

ア 指定管理者指定申請書（共同事業体用） 

イ 共同事業体協定書兼委任状 
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ウ 共同事業体申請理由及び業務分担表 

エ 事業計画書 

オ 団体等の概要書 

カ 団体等に関する書類（（１）ウ 団体等に関する書類の（ア）～（ク）） 

⑶ 提出期間 

令和７年(２０２５年)９月１０日(水)から令和７年(２０２５年)９月２４日(水)まで 

※ 土日、祝日を除く午前８時３０分から午後５時１５分までとします。 

⑷ 申請書類の提出先 

柏崎市産業振興部商業観光課商業労政係（市役所３階） 

〒945-8511 新潟県柏崎市日石町２番１号 

TEL 0257-21-2335 

⑸ 申請書類の提出方法 

ア 直接持参を原則とします。持参できない場合は、郵送も可とします。この場合は、締切

日必着とします。 

イ 申請書類は、各部ともファイルに綴じ、指定申請書に記載されている添付書類の順番に

並べてインデックスを貼り提出してください。 

⑹ 申請に関する留意事項 
ア 現地説明会に参加していない団体等の書類は受け付けません。 

イ 提出後の申請書類の修正及び差替えは認めません。 

ウ 提出後の申請書類の著作権は、申請団体等に帰属します。ただし、市は、必要な場合は

申請書類の内容を無償で使用できるものとします。 

エ 申請書類は返却しません。また、新潟県柏崎市情報公開条例（平成１０年条例第５号）

の規定に基づき非公開とすべき箇所を除き、公開することがあります。 

オ 市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

カ 申請を辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 

キ 申請に要する費用は、全て申請団体等の負担とします。 

ク 市が提供する資料は、申請に関わる検討以外の目的で使用することを禁じます。また、

この目的の範囲であっても、市の了承を得ることなく第三者に対して、これを使用させる

ことはできません。 

 

１２ 選定審議 
⑴ 提出された申請書類は、担当課による審査を経て、柏崎市公の施設指定管理者選定委員会

（以下「選定委員会」という。）に報告されます。 

選定委員会では、申請団体等による申請書類及び事業計画書についてのプレゼンテーショ

ン、質疑応答を経て、選定委員による審査を行い、指定管理者候補者を選定します。 

⑵ 選定委員会の集合時間、集合場所、実施方法などは後日申請団体等にお知らせします。 

 

１３ プレゼンテーション 
プレゼンテーションは、申請書類に基づき、その内容を補完するものとします。申請団体

等は、選定審議において、以下のとおりプレゼンテーションを行います。 

⑴ 説明資料 

申請書類以外の資料の配布は認めません。ただし、時間内において、スクリーンに投影す
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る資料の配布は可とします。 

⑵ 時間割り振り 

１申請団体等につき、４０分程度（説明１５分、質問２０分、準備・撤去５分） 

⑶ 留意事項 

ア １申請団体等につき、説明者を含めて３名以内とすること。 

イ 外部とのネットワーク使用は不可とすること。 

ウ 機器は、ＰＣ端末、プロジェクタ及びスクリーンを除き、申請団体等が準備すること。 

   

１４ 選定基準 
⑴ 次に掲げる基準を総合的に審査し、指定管理者の候補者として選定します。 

ア 申請をした団体等が事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を

有していること。 

イ 事業計画書の内容が施設の効用を最大限に発揮させるとともに、サービスの向上を図る

ものであること。 

ウ 事業計画書の内容が経費の縮減を図るものであること。 

エ 申請をした団体等がその他公の施設の設置目的を達成するために十分な能力を有して

いること。 

⑵ 選定委員会は、総合点数方式により採点の上、指定管理者候補者を選定する。審査基準及

び配点のウエイトは、次のとおり。 

 

審査基準 配点のウエイト 

団体等の能

力評価 

・公の施設の管理運営を安定して行う能力を備えているか。 

・適正な職員・組織体制となっているか。 

・個人情報の取扱いが適切なものとなっているか。 

・緊急時に備えた体制、訓練等の提案がされているか 

２５ 

提案内容の

評価 

・施設の運営方針が明確となっているか。 

・収支計画及び集客対策は現実的なものとなっているか。 

・施設の効用を最大限発揮し、サービスの向上が図られて

いるか。 

・利用者の平等な利用と安全が確保されているか。 

・地域への貢献、地域との協働が図られているか。 

５０ 

コスト評価 

・効率的な管理運営による経費の縮減が図られているか。 

・事業年度の収支差額（市への納付額）は、他の申請団体と

比較してどうか。 

２５ 

計 １００ 

 

１５ 無効又は失格 
以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがあります。 

⑴ 申請書類の提出先、提出期限、提出方法などが守られなかったとき。 

⑵ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

⑶ 申請書類に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

⑷ 申請書類に虚偽の内容が記載されているもの。 
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⑸ その他、選定委員会において不適当と認められるもの。 

 

１６ 選定結果の通知 
選定委員会の報告を踏まえて、市長は、指定管理者候補者を決定します。指定管理者候補者

を決定したときは、速やかにその結果を申請団体等に通知します。 

 

１７ 市議会の議決 
市議会の議決（１２月定例会議を予定）を経て、指定管理者を決定します。 

市議会での議決後、指定管理者候補者に指定通知を送付します。なお、否決となった場合、

それまでに指定管理者候補者が負担した準備経費等の補塡は行いません。 

 

１８ 協定の締結 
  指定管理者は、指定期間の開始前に市長と公の施設の管理に関する協定を締結します。協定

には次に掲げる事項を定めるものとします。 

⑴ 指定期間に関する事項 

⑵ 事業計画に関する事項 

⑶ 利用料金に関する事項 

⑷ 事業報告及び業務報告に関する事項 

⑸ 公の施設の管理に要する費用に関する事項 

⑹ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

⑺ 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

⑻ その他市長が必要と認める事項 

 

１９ 関係法令等 
指定管理者の申請に当たっては、募集要項に定めるもののほか、次の規程を参照してくださ

い。 

⑴ 地方自治法（昭和２２年法律６７号） 

⑵ 地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号） 

⑶ 新潟県柏崎市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１５年条例第４５

号） 

⑷ 新潟県柏崎市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１５年規

則第６０号） 

⑸ 新潟県柏崎市駐車場設置及び管理に関する条例（平成１１年条例第３７号） 

⑹ 新潟県柏崎市情報公開条例（平成１０年条例第５号） 

⑺ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

⑻ その他関係法令 

 

２０ 参考資料 
・別紙１ 現在の管理運営状況 

・別紙２ 施設の図面 

１ 施設の全体図 

 ２ 平面図 
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２１ 問合せ先 
〒９４５－８５１１ 

新潟県柏崎市日石町２番１号 

柏崎市産業振興部商業観光課商業労政係（担当：土田） 
TEL ０２５７－２１－２３３５ 

FAX ０２５７－２２－５９０４ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shogyo@city.kashiwazaki.lg.jp 


